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インバウンド旅行者の受け入れ体制強化（上）

訪台旅行者の実態
　海外から台湾に訪れる旅行者は2013年に800万人を超えた。

今年に入ってもその成長の勢いは衰えず、目標値850万人を超える

ことが見込まれている。日本を含む周辺各国と同様に、大きな成長

の原動力となっているのは中国からの旅行者である。特に台湾にお

いては2008年の台湾＝大陸間の直行定期便の解禁、その後の団

体観光旅行・個人観光旅行の受け入れ開始といった両岸関係の

変化により、過去5年間で訪台旅行者数が倍となる爆発的ともいえ

るスピードでの旅行者の増加が実現している。

　中国大陸からの旅行者の占めるシェアは約35％であり、それに

次いで日本、東南アジア、香港・マカオからの訪問者が続く。これら3

地域の旅行者数はそれぞれ100万人～150万人程度の規模であ

り、概ね15％程度のシェアを占めている。したがって、訪台旅行者の

85％は中国及びこれら3地域からの旅行者であり、韓国や欧米か

らの旅行者の比率は極めて低い。日本を訪問する外国人旅行者の

内訳をみると韓国が大きなシェアを占めていること、米国からの旅

行者も10％程度のシェアを有しているなど両国間で訪問客の構成

が異なっていることが分かる。

受け入れ体制にも偏り
　このような訪台旅行の市場が特定地域に集中していることで、受

【 今 月 の ト ピ ッ ク ス 】

　海外からの訪問者数が大きく伸びる中、その受け入れ体制の強化が進められている。これまでは急速な需要の増
加を受けて中国大陸や日本市場からの旅行者をターゲットとした偏りのある受け入れ体制の強化が行なわれてき
た。しかし、今後は来台旅客数の増加という量の増加だけでなく、旅行消費額の向上という質の追求への方向転換
に合わせた体制整備が求められる。本稿では訪台旅客の現状とその受け入れ体制の強化に向けた取り組みについて
2回に分けて紹介をする。

け入れ体制にも偏りが見られる。特に過去トップシェアを誇ってい

た日本市場対応、現在の主力市場である中国大陸市場の2市場に

対する偏りが顕著である。このような偏りを示す代表的な例はホテ

ルの客室供給の推移である。

　台北市内のホテル客室数を例にとると特徴的な傾向が見て取

れる。前述したような急激な訪台旅行者の増加、すなわち需要の増

加に対して、交通部観光局が認定する一定規格以上の設備を有

するホテルである「観光ホテル」は1施設が増加しただけで、客室数

にはほとんど変化が見られない。一方で施設規格について特定の

制限のない「一般ホテル」については直近3年間だけで20％客室数

が増加している。つまり台北市内のホテル客室の供給量の増加は

「一般ホテル」に偏っていることが分かる。

　「一般ホテル」のすべてを、画一的に小規模施設や安価な施設と

言う事は出来ないが、そのような施設が多いことは事実である。他

方、中国大陸からの旅行者がホテル支出にかける金額は他国から

の訪問者に比べて小さいことが知られており、中国大陸市場からの

急激な増加に合わせて、台北市内のホテルもその需要に対応する

ように小規模のエコノミーホテルの供給を急いで来たと言えよう。

（小長井教宏:m-konagai@nri.co.jp）
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飛躍する台湾産業

台湾工作機械産業の現状ならびに動向（上）

　台湾の工作機械産業は、世界第6位の生産高を誇る、電子産業と同じく台湾を代表する産業である。しかし
ながら、他の産業と同様、欧州や日本製の製品と比較すると、製品レベルが一段低く、ハイエンドに上がれない
という課題を有している。その課題に付随して、欧州系日本系のメーカーが利益を上げている、アフターサー
ビス・交換部品で台湾企業が利益を上げにくい構造になっていることが課題になっている。本稿ではこれらの
課題が、研究方法や、部品の外注方法や代理店管理が起因していることを指摘した上で、その解決方法について、
解決策を提案する。

台湾工作機械業界の再整理（概要）
　2012年時点で、台湾の工作機械産業の生産高は日本、ドイ

ツ、中国、韓国、イタリアに次ぐ世界6位に付けている。台湾の

工作機械産業は、国内向けに留まらず、中国、東南アジアを中

心とした、新興国に輸出を行っている。輸出されている製品の

内訳を下記に示す。

輸出額の上位を占める、マシニングセンタ、旋盤は、EMSを中

心にした、電子部品生産で必要とされる機器であり、台湾国内

の製造業に支えられ、技術蓄積をし、その後機器を海外に輸出

している状況が伺える。

台湾工作機械の再整理（商流）
　台湾ではどの製造業でも当てはまることであるが、各社の研

究開発はほぼ、開発が優先されており、研究を長期的な視点か

ら取り組んでいる企業は少ないと考えられる。この傾向は、中

期、長期の経営計画を作成せず、短期的な売上を目標とする台

湾企業各社に見られる傾向である。

　工作機械でも、同様のことが起きており、台湾工作機械産業

の各社は、研究開発部隊は有しているものの、研究の部分は手

掛けていないケースが多い。研究の部分は、ITRI（Industrial 

Technology Research Institute of Taiwan, R.O.C）に委託

しているケースが多い。

　商流のもう一つの特徴は、工程間の分業が進んでいることであ

る。台湾の工作機械産業には、1次下請け、2次下請けの部品メー

カーが多数存在している。1次下請けメーカーの中には、受注後

に一部を2次下請けメーカーに委託する場合も存在している。

　これらの商流は日本の商流と似ているが、外注比率や外注方

法を観察すると異なる点も見えてくる。すなわち、日本企業は複

数の企業に外注を出している一方、台湾企業ではコスト圧縮の観

点から、1社に外注先を絞っている事例も存在する。且つその外

注先には、他の工作機器メーカーからも発注がある状況である。

　すなわち、外注先の下請け企業を通して、機密情報が他の工

作機械完成品メーカーに漏れてしまう可能性が存在するのであ

る。ただし、台湾企業の場合、先に述べたように、開発の中でも、

自社で出来ない技術的に困難な部分（＝本来であれば、差別

化につながる技術）に関してはITRIに多くを委託している事例

が多い。つまり、自社の機密が日本企業と比較した際に、非常

に少ないのである。その他社に委託した技術を守るよりは、コス

トが安い企業に委託した方が良いと考えた結果、複数の工作機

器完成品メーカーがコスト競争力の高い一つの企業に、外注を

出すという現象が起きているのである。その結果として、台湾工

作機械メーカーは、ミドルエンドからローエンド領域において、

他国が達成できなかった低価格化を実現したのである。

　次号では、工作機械メーカが有する課題と、それに対する対

応策について紹介する。

（梶河智史：s-kajikawa@nri.co.jp）

図1：台湾工作機械の製品別輸出額

工業技術研究院IEK　2013より作成
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台湾トップ企業

台湾における新薬開発のパイオニア、基亞生物科技

　基亞生物科技股份有限公司（以下、基亞）は、台湾で初めて世
界市場を狙った抗癌剤新薬の研究開発に取り組んでいる企業であ
る。継続的な新薬開発の他、核酸増幅検査事業やジェネリック医
薬品及びワクチンの生産等も行っており、バイオ産業を台湾に根
づかせることが企業モットーである。新たな薬品の開発から市場
への導入だけでなく、台湾バイオ産業の世界展開を目指している。
　今回は張世忠董事長に会社設立の経緯と経営理念及び今後の事
業展開についてお話を伺った。

基亞生物科技股份有限公司 張世忠董事長

―新たな抗癌剤が当社誕生のきっかけに
　台湾の健康保険支出は既に1兆元程（約3.5兆円）に達して

います。その内、医療産業は、主に医療サービス、医薬品、医療

機器に分けられます。医療サービスは、規制の問題もあり台湾国

内で育成された医療スタッフにより提供されていますが、薬品・

医療機器の50％以上は輸入に依存しています。予てより、特に

台湾の製薬業は欧米諸国などに後れを取ってきました。これは、

新薬研究開発に必要な莫大な資金や開発成功率の低さなどのリ

スクにより、新規の市場参入を困難にしているためです。しかし、

新薬開発に踏み込まなければ、台湾の製薬産業はジェネリック医

薬品の価格競争に留まり続けるだけで、世界的なブランドを打ち

出すことができず、医薬品の輸入依存の問題を改善することがで

きません。

　基亞設立当初は、新薬開発を台湾に根付かせること、そしてバ

イオ関連の人材とリソースを整合し、台湾を新薬開発のサプライ

チェーンの中に組み込むことが目的でした。こうした中、オースト

ラリア国立大学が開発し澳洲普基生技(Progen)がライセンスを

取得していたPI-88と呼ばれる抗癌剤との出会いが当社設立の

きっかけとなりました。当抗癌剤は、1996年にイギリスで第1期

の人体臨床実験が実施されています。医学をバックグラウンドに

持つ当社の創立者である張順浪董事長は、かねてより新薬開発

を行う実力が台湾には充分に備わっているとの認識をもっていま

した。また、肝臓癌が台湾における十大死因の一つであることに

注目し、PI-88を台湾に導入することで肝臓癌の治療に役立てた

いと考えていました。当社が台湾における新薬開発のパイオニア

となることで、バイオ産業の安定と更なる発展に貢献することを

願っていました。

─各領域の人材と研究開発能力を網羅
　人材は企業の発展に欠かせない重要な基盤であり、当社では、

人才の採用と育成を非常に重要視しています。現在、社員の７割

以上は修士課程以上の学歴保有者です。また、52名の研究開発

スタッフは約9割が医師免許や修士・博士の学位を取得しており、

こうした優秀なスタッフが新薬開発の重要な役割を担っています。

　新薬開発において、臨床実験が最も手間もコストもかかる工程

ですが、PI-88の臨床実験においても十数年に渡り、専門臨床実

験チームにより、臨床実験が実施されています。

　臨床実験は一般的にフェーズ１での成功率は僅か15%、フェー

ズ2では20%～ 35%、フェーズ3では50%となっています。

2001年4月、台大病院にて癌患者を対象にしたPI-88の臨床

フェーズ１を実施しました。これは台湾で初めての末期患者を対

象とした臨床実験であり、台湾のバイオ産業にとって非常に大き

な意義のある臨床実験となりました。

　PI-88は、台湾のバイオ企業が初めてアメリカ食品医薬品局

(FDA)むけに臨床試験を実施した新薬であり、2010年には当社

が世界に先立ちPI-88の開発、製造、使用、改良、販売及び再

授権のグローバルライセンス並びに臨床実験フェーズ3実施を主

導することになりました。現在PI-88は、韓国、中国、台湾、香

港で臨床フェーズ3を実施しています。十数年に及ぶ臨床開発の

実績とその成果により、グローバルな臨床実験が実施できる力が

当社を含む台湾に備わっていることを証明することができ、台湾

のバイオ医薬産業にとって良い刺激になったと考えています。

─多角化経営による世界的なバイオブランドを確立
　当社は抗癌剤にフォーカスし、癌検査から、診察、治療、予防
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に至るまで抗癌治療のトータルラインナップの整備を目指してい

ます。このため、PI-88の開発の他、2008年3月からは日本のオ

ンコリスバイオファーマ社とOBP-301(テロメライシン)の共同開

発を実施しています。当薬品は癌細胞で特異的に増殖し、癌細

胞を破壊することができるように遺伝子改変された5型のアデノウ

イルスを活用した製剤で、日本で先行開発した後、共に世界で臨

床試験を実施しており、現在既に台湾及び韓国にてフェーズ1及

び2の臨床試験が実施されています。

　その他、感染症及び免疫疾患の治療薬も開発目標に掲げ、モ

ノクローナル抗体による薬品開発を計画しています。

　新薬の開発は非常に長い時間と莫大な資金が必要であり、ハ

イリスク・ハイリターンな事業です。このため、新薬の開発の他、

バイオ産業のバリューチェンにおける川下の整備や技術プラット

フォームの構築、研究開発ラインの拡張、関連業務の強化等を

行うことで、利益率の高い製品の製造とマーケティングを実施し、

会社の競争力を維持しながら、特色ある経営方法と事業戦略を

展開しています。

　また、当社はM&Aにより核酸増幅検査の関連業務を拡充して

います。2004年には、米国のTexas BioGene Inc. (TBG)を買

収し、分子診断関連製品の設計、開発、試算、量産、臨床試験、

関連法規等に関する領域で垂直統合を実施、また国際認証を獲

得しています。2006年にはHLA ABCDRDQ分型試剤の研究も

進めており、台湾にて試剤の開発及び量産を実施し、2007年2

月にはCE Mark及び米国のFDA 510Kを取得し、販売していま

す。当社はアジアで初めてHLA試剤の開発に成功しており、試

剤の販売の他、国際認証(ASHI)を取りまとめるプラットフォーム

を提供し、核酸増幅検査試剤の製造、器材、設備の選定から検

査サービスまでを実施しています。また上海には核酸増幅検査

技術の研究・開発を行う子会社（上海浩源）がありましたが、当

社の技術力や管理・経営能力が高く評価され、2012年11月に

米国のPerkin Elmer社に6,800万米ドルで買収されました。更

に、2014年1月には、子会社であるTBGが中国アモイ海滄区の

生物医薬港に德必碁生物科技(廈門)有限公司を設置し、病原

体検査、癌及び遺伝子検査薬・治療設備の研究、開発、生産、

販売を行っており、検査薬の生産及びグローバル市場への展開

を見据えています。

　新薬及び検査薬の開発は継続的に実施している事業ですが、

この他、ジェネリック医薬品及び細胞培養によるワクチン製造の

領域にも参入しています。2014年にはウィンストン・メディカル

＆バイオテック社の株式を取得し本格的にジェネリック医薬品の

生産事業を開始しています。ウィンストン・メディカル＆バイオテッ

クは既に台湾でのPIC/sの基準を満たしており、眼科で使用され

る薬品の製造及び販売において台湾でシェアトップを実現してい

ます。その他、同じく子会社の基亞疫苗公司では細胞培養による

ワクチンの量産で高い競争力を備えています。台湾の高い研究開

発力により新型ウイルスワクチンや腸管ウィルスの臨床開発を行っ

ており、新竹バイオメディカルサイエンスパークには医薬品の製造

と品質管理に関する国際標準(PIC/s GMP)に準拠したワクチン生

産工場を設置し、細胞培養による生産能力を強化すると共にグ

ループ企業全体の売上拡大につながることを期待しています。

─積極的に取り組む国際連携
　現在当社は海外企業との連携を積極的に進めており、主に新

薬の開発案件の導入やPIC/sに合致したジェネリック医薬品の

開発、細胞培養によるワクチンの共同開発及び海外における販

路・パートナーの構築等を主な目標にしています。この他、子会

社であるウィンストン・メディカル＆バイオテックはPIC/s GMPに

よる製薬経験があり、特に眼科薬やホルモン製剤領域において、

海外の薬品工場のOEM及びPIC/s GMPの基準に見合った工

場の共同運営など、海外企業との連携を積極的に進めていきた

いと考えています。

─ありがとうございました。

基亞生物科技（股）有限公司の基本データ
会社名
董事長
設立
資本金
従業員
事業内容

基亞生物科技股 有限公司
張世忠
1999年12月
14億元
約100名（台湾）
抗癌剤の開発、
分子診断サービスの提供等

注）2014年10月時点のデータによる
出所）公開資料及びヒアリングよりNRI整理
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台湾における会社の合併手続（１）

本稿では、一般の株式会社合併についての主要な手続の流れを紹介する。

台湾進出ガイド

勤業衆信聯合会計師事務所　日系企業サービスグループ電話: ＋886-2-2545-9988　　
横井雅史（Ext.6914）　宮川明子（Ext.6949）　池田博史（Ext.3798）　原田浩光（Ext.5607）　加藤宗一郎（Ext.3607）
http://www.deloitte.com.tw/jsg/

存続会社・消滅会社の取締役会で年度財務諸表を作成、
合併契約書を作成承認、合併決議株主総会開催を決定

存続会社の営業項目増加予備調査

存続会社の株主総会開催・合併契約書を承認 消滅会社の株主総会開催・合併契約書を承認

存続会社が債権者に対し30日以上の異議申立
期間を定めて通知並びに公告

消滅会社が債権者に対し30日以上の異議申立
期間を定めて通知並びに公告

存続会社が取締役会で合併基準日及び合併後
株主総会の召集を決定

消滅会社が取締役会で合併基準日を決議

存続会社が合併基準日財務諸表を作成、増資
帳簿とともにCPAの検査を受ける

合併後株主総会召集開催、合併事項の報告、
定款の変更と取締役、監査役の改選を決議

取締役会で代表取締役を選任

合併変更登記文書を備置、存続会社、消滅会社、同時に地方
主管機関に合併変更登記・解散登記を申請・許可

存続・消滅会社
営業税申告納付

消滅会社、営利事業所得
税申告納付

存続会社：営業人変更登記
消滅会社：営業人登記の抹消申請

15日以内

変更登記許可

存続会社新株券発行

消滅会社が合併基準日貸借対照表を作成、
CPA検査を受ける

合併契約調印

投資審議委員会に合併許可の申請

合併基準日

15日
以
内

3ヶ月以内

15日
以
内 45日

以
内
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2015年 国際新年用品展示販売会
(TAIWAN NEW YEAR MARKET FAIR 2015)

2007年
2008年
2009年
2010年
2011年
2012年
2013年

2014年

年　月　別

8月
9月
10月
11月
12月
1月
2月
3月
4月
5月
6月
7月

8.34

-1.56

-7.97

28.60

5.12

-0.32

-0.85

-0.56

0.47

0.39

5.60

-1.89

7.61

3.62

5.71

5.57

8.91

6.79

15,361,173

8,237,114

4,797,891

3,811,565

4,955,435

5,558,981

365,707

439,593

342,429

305,056

690,486

325,242

196,689

311,812

258,678

410,378

399,769

566,958

999,633

439,667

238,961

400,494

444,867

414,330

38,988

30,752

12,749

31,782

79,362

38,611

9,254

26,494

12,698

24,395

22,281

47,357

 2,466.8

 2,556.3

 2,036.7

 2,746.0

 3,082.6

3,011.8

  256.3

  252.4

  267.1

  257.3

  263.8

  242.9

  212.8

  277.4

  266.0

  266.6

  267.9

  267.5

8.2

9.7

-27.5

44.1

12.0

-3.9

-1.2

-0.7

-2.9

-0.5

10.0

-15.2

4.9

7.4

5.8

-2.3

7.5

9.5

  274.3

  151.8

  293.0

  233.6

  268.2

  307.1

  45.8

  23.4

  41.1

  43.5

  22.2

  29.5

  15.7

  19.5

  25.4

  52.8

  18.8

  25.9

12,975,985

13,070,681

12,834,049

14,215,069

14,792,928

15,029,859

4,062,940

3,753,301

3,857,982

5.98

0.73

-1.81

10.76

4.07

1.48

2.88

3.14

2.79

6.47

5.15

-8.74

5.46

4.32

-1.16

-2.82

-2.57

-1.85

-0.94

-0.01

0.59

-0.36

-0.02

0.07

1.15

0.80

0.92

1.80

3.53

-0.87

0.96

1.42

1.93

-0.78

0.84

0.64

0.68

0.34

0.83

-0.04

1.61

1.66

1.62

1.64

1.76

 32.84

 31.52

 33.05

 31.64

 29.46

 29.61

 30.03

 29.78

 29.49

 29.59

 29.81

 30.26

 30.38

 30.45

 30.27

 30.18

 30.04

 30.00

 117.75

 103.36

 93.57

 87.78

 79.81

 79.79

 97.87

 99.28

 97.82

 99.79

 103.41

 103.94

 102.16

 102.27

 102.56

 101.79

 102.05

 101.72

出所：中華民国経済部統計処

製造業
生産年増率
(％) 総金額 日本 輸出 年増率（％）

  28.6

-44.6

  93.0

-20.3

  14.8

  14.5

  33.5

-42.7

  26.5

  28.1

-46.0

  473.8

  68.6

-39.2

  10.5

  19.4

-43.2

-20.1

 2,192.5

 2,404.5

 1,743.7

 2,512.4

 2,814.4

2,704.7

  210.5

  229.0

  226.0

  213.8

  241.6

  213.4

  197.2

  258.0

  240.6

  213.8

  249.1

  241.6

10.1

3.6

-20.3

34.8

12.3

-2.3

3.6

-7.0

0.7

3.4

1.2

-5.4

7.9

1.9

6.2

1.4

1.2

5.7

輸入 貿易収支 卸売物価 NTD/USD JPY/USD

外国人投資
(千米ドル)

貿易動向
(億米ドル) 物価年増率(％) 為替レート

消費者
物価

台湾国際新年用品展示販売会は、春節（旧正月）前に合わせて開催される、正月用食品、菓子、贈答品等、“年貨（年越用品）”
を対象とした展示即売会である。昨年は300社、550ブースが出展され、入場者数は延べ38万人に達した。中華圏に
おける新年用品関連市場を知り、海外販路を開拓する格好の機会となるであろう。詳細は下記サイトまで：
http://www.twtcshopfair.com.tw/zh_TW/index.html

■旧暦新年を祝う商品（日用雑貨、農産品、酒類、コーヒー、茶葉、飲料、肉類及び乳製品、スナック菓子）　■有機食品　
■ベジタリアン食品　■水産食品　■冷凍調理食品　■キャンディー・クッキー　■食品添加物　■ベーカリー　
■年越料理（おせち）　■新たな一年を迎えるための生活用品（衣料、靴、家電、雑貨等）
■年賀の挨拶に持参する手土産（名物、地方特産品、クリエイティブな土産・プレゼント等）

■2015年2月4日（水）～2月8日（日）　

■台北世界貿易中心第一展示ホール（台北市信義路5段5号）

■中華民国対外貿易発展協会（TAITRA）

■台湾貿易センター（TAITRA）東京事務所
TEL：03-3514-4700　FAX：03-3514-4707　E-mail：tokyo@taitra.gr.jp
■中華民国対外貿易発展協会（TAITRA）
TEL：886-2-2725-5200 (黃麗瑛小姐　内線2277） 　Email: newyear@taitra.org.tw

個別案件のご相談につきましては、上記ジャパンデスク専用E メール、もしくは野村総合研究所台北支店宛にお願い致します。

ジャパンデスク専用  E-mail:japandesk@nri.co.jp ホームページ  http://www.japandesk.com.tw

ジャパンデスクは、日本企業の台湾進出を支援するため、台湾政府が設置しています。
野村総合研究所が無料でご相談にのります。お気軽にご連絡ください。

■ジャパンデスク連絡窓口
（日本語でどうぞ）

経済部
投資業務処
野村総合研究所
台北支店

野村総合研究所
経営コンサルティング部

台北市館前路71号8F

台北市敦化北路168 号10F-F室

〒100-0005 東京都千代田区
丸の内1-6-5 丸の内北口ビル

TEL: 886-2-2389-2111 / FAX: 886-2-2382-0497
担当：陳恵欽 ext.218

TEL: 886-2-2718-7620 / FAX: 886-2-2718-7621
担当：田崎嘉邦 ext.130 / 平山直人 ext.135 / 洪采　 ext.121

TEL: 03-5533-2709（直通） / FAX: 03-5533-2537
担当：杉本洋

出品物及び
展示テーマ

お問合せ及び
資料請求

主　催

日　時

概　要

展示会場

年増率（％） 年増率（％）

国内総生産額

実質GDP
（100万元）

経済
成長率(％)


